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　「春闘」の基盤が日本経済の高度成長であり，労働
組合独自の機能は，高度成長が作り出す企業間競争や
労働力需要などの経済的メカニズムの作用ほどには，
労働条件の向上に役立ったとはいえないという理解
は，今日ほとんど通説化している。事実，いわゆる大
幅賃上げは，労働市場の需給関係が需要過剰という現
象を見せはじめた1961年以降においてはじめて定着し
たのであり，八単産共闘という労働組合の春闘体制が
出発した1955年という時点は，労働条件の向上という
運動の「成果」を見るかぎりでは．かならずしも画期
とはいえない。しかも，61年以降のいわゆる大幅賃上
げも，結果的には給与所得を付加価値総額の33パーセ
ントという水準の分配率において維持したのであっ
て，国際的に見て極めて低いその水準を引き上げるに
はいたらなかったし残された巨額の剰余は高成長のた
めの資本蓄積を可能にしていたのであった。反面から
見れば，この強蓄積が可能にした急速な設備投資にょ
って作り出される生産性上昇率と，春闘相場による賃
金上昇率がほぼ並行するという関係が，1970年まで持
続されたのである。このように，高度成長と春闘と
は，数量的な因果関係によって極めて整合的に結びっ
けられていたのであった。
　春闘が高度成長によって構造的に規定されたもので
あるとすれば，高度成長それ自体が招いた日本経済の
破綻がそのまま春闘体制の限界を露呈する機会とな
り，労働組合運動が急遽その路線の変更を迫られるに
いたったのは当然である。その意味では現在起りつっ
ある路線変更は，労働組合運動の目的の変化というよ
りは，状況の変化に対する順応としての路線の変化と
いう性格の強いものであり，そのまま特定の労働運動
のイデオPギーの出現と見るわけにはいかない。それ
がどのような質の労働組合運動を作り出すかは未知数
であり，場合によっては「狂乱イソフレ」の元兇とさ
れる大企業のインフレ利得に便乗し，その分配機構に
堕する可能性さえ内包している。わが国の資本活動
が，これまでのように生産力の上昇をひたすら追及す
るという内容での蓄積を進めることが困難になり，そ
の市場支配力をフルに発揮して，流通過程での利潤形
成を追求する方向に転ずる傾向を持ちはじめた現時点
では．生産性上昇の見返りとして労働条件の改善を達
成してきた労働組合が，資本の流通利益の配分を期待
することになるのはむしろ自然なことであり，さしあ
たってはこの可能性こそ最大の可能性であると言わな
ければならない。大企業の反社会的行為を糾弾するこ
とから始まった新しい労働組合運動の潮流が，その自
らの構造の中にこのような可能性を内包していること
は，1974年の春闘のスローガンとされた「弱者救済」
を大企業労組の欺騰と見る風潮に連なっているのであ
り，労働組合自体の中にも，この国民経済的危機の中
での大幅賃上げが所得政策の呼び水になるのではない
かという疑惑が生まれつつある。
　この時期の路線変更の意義をこのような労働組合運
動の新しい状況との関連で把握しようとすれば，その
「限界」を論ずるだけではなく，なぜ労働組合の機能
がそのようなものであったのかを考えてみる必要があ
る。そしてこの場合，春闘体制が実は資本による労使
関係の「再編」の結果として成立したものであること
を重視しなければならない。1955年の八単産共闘の成
立は，それに先立つ1953～55年の資本攻勢による企業
別組合の敗退をふまえて，その弱点をカバーするため
のものであった。1953年の日経連の「労働協約基準
案」に始まる資本攻勢は，戦後労働組合が従業員全員
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組織として形成され，企業の職制と混然とした関係を
維持し，そのため企業側から見れば経営権侵害となる
活動が行なわれていることを，労働協約の締結という
形態を通じて改善する，という意図にもとつくもので
あった。いわば労使関係の「戦後的状況」を資本のイ
ニシァティヴのもとで終結させ，近代的労使関係を創
出しようとするものであった。具体的な政策を見て
も，団体交渉を労働協約の締結という目的に限定し，
交渉事項を限定して経営者の専権事項と釘離し，組合
活動についても，原則として就業時間中の活動を禁止
し，企業施設内の活動をすべて許可制とするなど，経
営秩序を経営者の施設管理権，労働規律権のもとに包
摂する方針を示したのである。55年の日本生産性本部
設立にいたるこの資本の攻勢の中で，日産自動車，尼
鋼，日鋼室蘭など，一連の争議がすべて資本の勝利に
帰し，その結果として企業別組合が従業員組合として
の今日的な性格に統一され，ほとんど個別に団体交渉
を遂行する機能を奪われたことは史実の示すところで
ある。したがって春闘の内容規定に示された資本蓄積
への追従は不可避だったのであり，春闘は高度成長を
支える重要な機構として位置づけられたのであった。
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